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電気通信施設ＷＧの概要

（１） 入札契約手続きに関する課題と対応③

（２） 平成２０年度に実施すべき課題の整理

平成２０年２月４日第３回ＷＧ

（１） 受注者の課題整理
（アンケート結果報告、受注者ヒアリングの実施）

（２） 入札契約手続きに関する課題と対応②

平成１９年１１月１２日第２回ＷＧ

（１） 河川・道路管理用電気通信施設に係る入札契約実態

（２） 入札契約手続きに関する課題と対応①

平成１９年９月１１日第１回ＷＧ

検討事項開催日時

１．電気通信施設ＷＧ開催概要
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建設業法対象工事、政府調達対象案件の区分・解釈が不明確

機器製造業者の固有技術が活かせていない

一般競争に付しても応札者が少ない

改造・増設は既設機器納入者が有利であるが、それのみでの随意契約は認められない

既存機器製作者との関係を一切排除した発注は困難

見積行為が透明性・公正性を欠い
ているという指摘

建設業法上の有資格者が少なく、それを理
由とした入札不調が多い

施工品質の向上の為、設
計内容に対する施工管理
業務を要望

仕様書の明示が不明確
であり仕様書記載範囲
外の業務量が多い

１件あたりのロット規模が小さく魅力が無い（ロットの大型化）

増設工事において既設機器との接続条件が不明確

製造メーカでは建設業法上の
技術者の絶対数が不足

技術者施工実績要件の緩和

機器費に対する建設業法上の諸経費が未
計上であり、技術者経費の捻出が困難

機器性能の評価
重視を要望

単年度契約では業務受注の
体制確保が困難
長期安定受注の担保が無い

※「機器費見積」は、応札者決定後に徴収する場合
と、業務の流れとは別に徴収する場合がある。

業
務
の
流
れ

コンサルタント

保守点検

工 事

－凡 例－

工場製作を伴う工事において、工場製作期間中の配置技術者の
解釈が監督職員よって異なる

入札不調・不落の増加

技術難易度が高
い、技術進展度が
早い技術は機器
製作メーカが技術
力で優れている

製造者の固有技術への依存度が高い工事
において、特定仕様を記載しすぎると、結果
として応札者を限定していると誤解を与える

技術的難易度の高い設備の保守は機器製作者で
なければ困難、また、競争に付しても応札者が無い

応札者が少なく競争性が無いと指摘
災害発生時の応急
復旧体制の強化が
必要

制作者の
固有の技
術が必要な
設計は施
工者に依存
することが
有利な場合
が多い

発注が下半期に集中

発注予定と実発注のズレが支障

担当技術者の資格要件をしば
ると若手が育たない

発注が下半期に集中

他社製品の比率は、全体の１～４割
が参入判断要件

複数年契約方式には賛否
両論がある

点検歩掛の乖離

労務単価が合わない
（メーカへの外注単価）

大まかな仕様／曖昧な仕様
は参入しにくい

発注仕様書の精
度が低い

工期延期で技術者の
確保ができず、受注計
画に支障

発注者／受注者の課題
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【競争性向上】
技術支援（総合
評価着眼点、承
諾図確認要点
を成果として求
める

【品質確保】
適正な発注図書
の作成

【品質確保】
災害時参集体制の要件化

コンサルタント

保守点検

工 事

－凡 例－
【競争性向上】
・不落・不調対策
・公正性を阻害しない設計成果 （設計・施工分担の見直し）

【品質確保】
機器の修繕・改造・増設に適用する適切な発注方式

【品質確保】
多様な発注方式の活用
・メンテナンス工事
・詳細設計付き工事

【品質確保】
総合評価方式（評価項目・配点）の改善

【品質確保】
・契約実績価格による機器価格算定

【品質確保】
工事成績評定要領の改善

【品質確保】
多様な応札形態の検討

【競争性向上】
・施工実績要件の緩和
・設計製作体制の緩和

【品質確保】
・小規模施工数量に対する歩掛改善

・工場製作機器費に対する現場経費の改善検討
・積算基準の改善及び拡充

【競争性向上】
・施工実績要件の緩和
・資格要件の緩和

【競争性向上】
複数年契約方式の検討

【品質確保】
工場製作期間中の配置技術者
の扱い（解釈）の明示

【品質確保】
積算基準の改善及び充実【品質向上】

発注ロットの適
正化

【品質向上】
発注の平準化

【競争性向上】
設計・施工区分の
見直し

【品質確保】
・発注ロットの適正化

【競争性向上】
・発注の平準化

諸課題に対する対応策



２．平成１９年度に実施した事項及び継続検討とした事項

３．平成２０年度に新たに検討する事項

機器主体工事においては、据付調整に係る現場施工費用の少ない工事において、機器を現地
に搬入後に要する経費が不足し、実態との乖離があるとの指摘が多い。

実態調査を行い、積算体系と取引実態の整合を含め、機器費に対する諸経費計上方策を検討
する。

積算基準の改善及び充実

（工場製作機器に対する現場諸経費の改善）

前項の趣旨に添って工事成績評定を改める。

但し、工事成績評定要領は、土木工事全体の見直し検討が実施される予定であることから、土
木工事との整合を図った上で、価格構成割合に沿った評価方式に改める。

請負工事成績評定要領の改善及び充実

現場重視となっている現行の配点評価を、予定価格構成割合に沿った評価（評価項目、配点）に
改め、品質確保、応札者の競争インセンティブを高める。

総合評価落札方式の改善及び充実

検 討 趣 旨検 討 項 目

検 討 項 目 細 別 平成20年度の対応 今後整理／検討すべき事項

多様な発注方式の取り組み 詳細設計付き工事 試行の拡大 設計技術者（有資格者）を求める業務、求めない業務の整理

〃 メンテナンス付き工事 試行の拡大
企業単独、親子関係、製作者と維持管理業者の企業連合な

ど、企業特性を考慮した応札形態の検討

入札参加要件の見直し
・設計・製作体制

・監理技術者の施工実績
実 施 要件緩和に係る継続検討

機器修繕、改造、増設に係る発注

方式の検討
実 施 －

適正な発注図書の策定
・設計・施工の区分見直し

・技術支援成果の要求
実 施 機能仕様書策定及び確認（検査）手法の検討

点検業務における競争性確保の検討 入札参加要件 実 施 複数年契約方式の課題整理、実施方策の検討

リース方式の適用検討
具体案件による

適用検討
－

積算基準の改善および充実
・契約実績のＤＢ化

・ＤＢを用いた機器価格の算定
実 施 －


